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示

平成™™年�月™ 日 火曜日 第œš›š号官 報

〇
総
務
省
告
示
第
二
百
四
十
七
号

政
党
助
成
法
（
平
成
六
年
法
律
第
五
号
）
第
六
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る

政
党
交
付
金
の
交
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
政
党
の
届
出
事
項
の
異
動
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
、
同
法
第
六
条
第
二
項
に

お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
五
条
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の
と
お
り
告
示
す
る
。

平
成
二
十
二
年
六
月
二
十
九
日

総
務
大
臣

原
口

一
博

政
党
の
名
称

異
動
事
項

新

旧

届
出
年
月
日

公
明
党

所
属
国
会
議
員

の
住
所

平
成
二
十
二
年
二
月

十
九
日

遠
藤

乙
彦

栃
木
県
宇
都
宮
市
野
沢

町
三
六
三
e

一

東
京
都
世
田
谷
区
弦
巻

四
e

八
e

九

〇
総
務
省
告
示
第
二
百
四
十
八
号

政
党
助
成
法
（
平
成
六
年
法
律
第
五
号
）
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
政
党
交
付
金
の
交
付
を
受
け
よ
う
と
す
る

政
党
の
届
出
事
項
の
異
動
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
、
同
条
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の
と
お
り
告
示
す
る
。

平
成
二
十
二
年
六
月
二
十
九
日

総
務
大
臣

原
口

一
博

政
党
の
名
称

異
動
事
項

新

旧

届
出
年
月
日

公
明
党

所
属
国
会
議
員

の
住
所

平
成
二
十
二
年
二
月

十
九
日

高
木
美
智
代

東
京
都
江
東
区
門
前
仲

町
一
e

二
〇
e

五

東
京
都
江
東
区
森
下

四
e

九
e

四

西
川

玲
子

（
松

あ
き
ら
）

神
奈
川
県
川
崎
市
多
摩

区
生
田
六
e

九
e

六

神
奈
川
県
横
浜
市
神
奈

川
区
三
ッ
沢
下
町
一

一
e

一
四

〇
総
務
省
告
示
第
二
百
四
十
九
号

政
党
助
成
法
（
平
成
六
年
法
律
第
五
号
）
第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
政
党
交
付
金
の
交
付
を
受
け
よ
う
と
す
る

政
党
の
届
出
及
び
同
法
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
政
党
交
付
金
の
交
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
政
党
の
届
出
に
つ
い

て
、
公
明
党
か
ら
訂
正
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
、
平
成
二
十
年
総
務
省
告
示
第
七
十
九
号
（
政
党
助
成
法
第
五
条
第
一

項
の
規
定
に
よ
る
政
党
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
公
表
す
る
件
）、
平
成
二
十
一
年
総
務
省
告
示
第
七
十
四
号
（
政
党
助

成
法
第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
政
党
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
公
表
す
る
件
）、
平
成
二
十
一
年
総
務
省
告
示
第
五

百
三
十
三
号
（
政
党
助
成
法
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
政
党
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
公
表
す
る
件
）
及
び
平
成
二

十
二
年
総
務
省
告
示
第
八
十
七
号
（
政
党
助
成
法
第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
政
党
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
公
表
す

る
件
）
の
一
部
を
次
の
と
お
り
訂
正
す
る
。

平
成
二
十
二
年
六
月
二
十
九
日

総
務
大
臣

原
口

一
博

平
成
二
十
年
総
務
省
告
示
第
七
十
九
号
（
政
党
助
成
法
第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
政
党
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で

公
表
す
る
件
）
の
一
公
明
党
の
部
d

所
属
国
会
議
員
中
「
東
京
都
世
田
谷
区
弦
巻
四
e

八
e

九
」
を
「
栃
木
県
宇
都
宮

市
野
沢
町
三
六
三
e

一
」
に
改
め
、
平
成
二
十
一
年
総
務
省
告
示
第
七
十
四
号
（
政
党
助
成
法
第
五
条
第
一
項
の
規
定

に
よ
る
政
党
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
公
表
す
る
件
）
の
二
公
明
党
の
部
d

所
属
国
会
議
員
中
「
東
京
都
世
田
谷
区
弦
巻

四
e

八
e

九
」
を
「
栃
木
県
宇
都
宮
市
野
沢
町
三
六
三
e

一
」
に
、「
東
京
都
江
東
区
森
下
四
e

九
e

四
」
を
「
東
京
都

江
東
区
門
前
仲
町
一
e

二
〇
e

五
」
に
改
め
、
平
成
二
十
一
年
総
務
省
告
示
第
五
百
三
十
三
号
（
政
党
助
成
法
第
六
条

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
政
党
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
公
表
す
る
件
）
の
一
公
明
党
の
部
d

所
属
国
会
議
員
中
「
東
京
都

世
田
谷
区
弦
巻
四
e

八
e

九
」
を
「
栃
木
県
宇
都
宮
市
野
沢
町
三
六
三
e

一
」に
、「
東
京
都
江
東
区
森
下
四
e

九
e

四
」

を
「
東
京
都
江
東
区
門
前
仲
町
一
e

二
〇
e

五
」
に
、「
神
奈
川
県
横
浜
市
神
奈
川
区
三
ッ
沢
下
町
一
一
e

一
四
」を「
神

奈
川
県
川
崎
市
多
摩
区
生
田
六
e

九
e

六
」
に
改
め
、
平
成
二
十
二
年
総
務
省
告
示
第
八
十
七
号
（
政
党
助
成
法
第
五

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
政
党
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
公
表
す
る
件
）
の
二
公
明
党
の
部
d

所
属
国
会
議
員
中
「
東
京

都
世
田
谷
区
弦
巻
四
e

八
e

九
」
を
「
栃
木
県
宇
都
宮
市
野
沢
町
三
六
三
e

一
」
に
、「
東
京
都
江
東
区
森
下
四
e

九
e

四
」
を
「
東
京
都
江
東
区
門
前
仲
町
一
e

二
〇
e

五
」
に
、「
神
奈
川
県
横
浜
市
神
奈
川
区
三
ッ
沢
下
町
一
一
e

一
四
」

を
「
神
奈
川
県
川
崎
市
多
摩
区
生
田
六
e

九
e

六
」
に
改
め
る
。

〇
財

務

省

国
土
交
通
省
令
第
四
号

独
立
行
政
法
人
通
則
法（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
号
）

第
八
条
第
三
項
、
第
四
十
八
条
第
一
項
及
び
第
五
十
条
の

規
定
に
基
づ
き
、
独
立
行
政
法
人
住
宅
金
融
支
援
機
構
の

業
務
運
営
並
び
に
財
務
及
び
会
計
に
関
す
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
二
年
六
月
二
十
九
日

財
務
大
臣

野
田

佳
彦

国
土
交
通
大
臣
臨
時
代
理

国
務
大
臣

原
口

一
博

独
立
行
政
法
人
住
宅
金
融
支
援
機
構
の
業
務
運
営

並
び
に
財
務
及
び
会
計
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

独
立
行
政
法
人
住
宅
金
融
支
援
機
構
の
業
務
運
営
並
び

に
財
務
及
び
会
計
に
関
す
る
省
令
（
平
成
十
九
年
財

務

国
土
交

省
通
省
令
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
二
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

２

機
構
が
通
則
法
第
四
十
六
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に

基
づ
き
第
三
十
三
条
第
一
項
に
定
め
る
財
産
を
国
庫
に

納
付
す
る
た
め
に
満
期
保
有
目
的
の
債
券
（
満
期
ま
で

所
有
す
る
意
図
を
も
っ
て
保
有
す
る
債
券
を
い
う
。
以

下
同
じ
。）を
売
却
し
た
場
合
は
、
当
該
売
却
し
た
満
期

保
有
目
的
の
債
券
を
購
入
し
た
事
業
年
度
と
同
一
の
事

業
年
度
に
購
入
し
た
他
の
満
期
保
有
目
的
の
債
券
に
つ

い
て
は
、
当
該
売
却
に
伴
う
保
有
目
的
の
変
更
は
な
い

も
の
と
す
る
。

第
三
十
三
条
中
「
主
務
省
令
で
定
め
る
重
要
な
財
産
」

を
「
重
要
な
財
産
で
あ
っ
て
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
」

に
改
め
、
同
条
を
同
条
第
二
項
と
し
、
同
条
に
第
一
項
と

し
て
次
の
一
項
を
加
え
る
。

機
構
に
係
る
通
則
法
第
八
条
第
三
項
の
重
要
な
財
産

で
あ
っ
て
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、金
銭
と
す
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
省
令
は
、
独
立
行
政
法
人
通
則
法
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
二
年
法
律
第
三
十
七
号
）
の

施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
独
立
行
政
法
人
住
宅
金

融
支
援
機
構
の
業
務
運
営
並
び
に
財
務
及
び
会
計
に
関

す
る
省
令
第
十
二
条
第
二
項
の
規
定
は
、
こ
の
省
令
の

公
布
の
日
か
ら
施
行
の
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
独
立
行

政
法
人
住
宅
金
融
支
援
機
構
が
そ
の
保
有
す
る
財
産
を

国
庫
に
納
付
す
る
た
め
に
満
期
保
有
目
的
の
債
券
（
満

期
ま
で
所
有
す
る
意
図
を
も
っ
て
保
有
す
る
債
券
を
い

う
。）を
売
却
し
た
場
合
に
つ
い
て
も
適
用
す
る
。

〇
文
部
科
学
省
令
第
十
六
号

育
児
休
業
、
介
護
休
業
等
育
児
又
は
家
族
介
護
を
行
う

労
働
者
の
福
祉
に
関
す
る
法
律
及
び
雇
用
保
険
法
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
一
年
法
律
第
六
十
五
号
）

の
施
行
に
伴
い
、
及
び
私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
（
昭
和

二
十
八
年
法
律
第
二
百
四
十
五
号
）
第
四
十
九
条
の
規
定

に
基
づ
き
、
私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
二
年
六
月
二
十
九
日

文
部
科
学
大
臣

川
端

達
夫

私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
八
年

文
部
省
令
第
二
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。第

一
条
の
三
第
三
号
中
「
第
二
十
三
条
第
一
項
の
育
児

休
業
の
制
度
に
準
ず
る
」
を
「
第
二
十
三
条
第
二
項
の
育

児
休
業
に
関
す
る
制
度
に
準
ず
る
措
置
若
し
く
は
同
法
第

二
十
四
条
第
一
項
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。）の
規

定
に
よ
り
同
項
第
二
号
に
規
定
す
る
育
児
休
業
に
関
す
る

制
度
に
準
じ
て
講
ず
る
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
二
年
六
月
三
十
日
か
ら
施
行

す
る
。

４

法
第
六
十
八
条
の
二
第
二
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て

適
用
す
る
同
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
育
児
休
業
等
に

係
る
子
の
一
歳
に
達
す
る
日
の
翌
日
か
ら
一
歳
二
か
月

に
達
す
る
日
ま
で
の
期
間
に
つ
い
て
育
児
休
業
手
当
金

の
支
給
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
（
第
二
項
各
号
に
定

め
る
場
合
に
該
当
す
る
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
二
項

に
お
い
て
読
み
替
え
て
適
用
す
る
同
条
第
一
項
の
規
定

に
よ
り
育
児
休
業
手
当
金
の
支
給
を
受
け
る
と
き
を
除

く
。）は
、
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項

中
「
証
拠
書
類
」
と
あ
る
の
は
「
証
拠
書
類
並
び
に
育

児
休
業
手
当
金
の
支
給
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
の
配
偶

者
が
育
児
休
業
等
に
係
る
子
の
一
歳
に
達
す
る
日
以
前

の
い
ず
れ
か
の
日
に
お
い
て
育
児
休
業
等
（
地
方
公
務

員
の
育
児
休
業
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
年
法
律
第

百
十
号
）
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
育
児
休
業
を

含
む
。）を
し
て
い
る
こ
と
を
証
明
す
る
証
拠
書
類
（
以

下
こ
の
項
に
お
い
て
「
配
偶
者
育
児
休
業
取
得
証
明
書

類
」
と
い
う
。）」
と
、「
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
あ

る
の
は
「
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
既
に
こ

の
項
の
規
定
に
よ
り
配
偶
者
育
児
休
業
取
得
証
明
書
類

を
提
出
し
て
い
る
場
合
に
は
、
当
該
書
類
を
提
出
す
る

こ
と
を
要
し
な
い
」
と
す
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
二
年
六
月
三
十
日
か
ら
施
行

す
る
。
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